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　[凡　例]

1 文中及び表中の数値・比率は、表示単位未満を四捨五入している。このため計数が一致しない場合が

ある。

2 増減率とは、当年度と前年度の差額を、前年度の数値の絶対値で除したものを百分率で表示したもの

で表示単位未満を四捨五入した。

3

4

　　　　　1,000％以上の数値となるもの。

5 用語の定義等は特段の定めがある場合を除き、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年

法律第94号）、地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令（平成19年政令第397号）及び地方

公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則（平成20年総務省令第8号）の定めるところによる。

目　　　　次

文中の「ポイント」とは、百分率間の単純差引数値である。

各表中の符号の用法は、次のとおりである。

「△」は、負数を示し、増減を示すときは減を表す。

「0」、「0.0」は、該当数値はあるが、表示単位未満のもの。

「－」は、該当数値のないもの。

「…」は、前年度・当年度の数値の一方がマイナスの場合における対前年度増減率または比率が

「皆増」は、前年度に数値がなく全額増加したもの。

「皆減」は、当該年度に数値がなく全額減少したもの。



第1　審査の対象

実質赤字 連結実質 実質公債 将来負担 資金不足

比 率 赤字比率 費 比 率 比 率 比 率

連結実質赤字比率

注

注

令和元年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率審査意見

資金不足比率は、公営企業会計ごとに算定。

一般会計等に属する
特別会計

一 般 会 計

一部事務組合・広域連合

一般会計等以外の特
別会計のうち、公営
企業に係る特別会計
以外の特別会計

水道事業会計

国民健康保険事業特
別会計

介護保険事業特別会
計

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項及び第22条第1項の規定により、審査に付さ

れた令和元年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を

記載した書類

　なお、令和元年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率の対象会計は、次表のとおりであ

る。

　地方公社・第三セクター等（注）

健全化判断比率及び資金不足比率の対象会計等の範囲

住宅新築資金等貸付
事業特別会計

一
般
会
計
等

介護保険サービス事
業特別会計

後期高齢者医療特別
会計

公共下水道事業特別
会計

農業集落排水事業特
別会計

公共用地先行取得事
業特別会計

公

営

事

業

会

計

法令等の区分 該当会計

公
営
企
業
会
計

(

注
）

法適用企
業

法非適用
企業

公営企業会計とは、法適用企業（地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用する企業）に係る特別会計

及び法非適用企業（地方財政法第6条に規定する政令で定める公営企業のうち法適用企業以外のもの）に

係る特別会計をいう。

広域連合は東部広域行政管理組合、地方公社は、智頭町土地開発公社、第三セクター等は、(株)サング

リーン智頭をいう。

簡易水道事業特別会
計

病院事業会計



第2　審査の期間

第3　審査の方法

第4　審査の結果

　1　健全化判断比率（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条）

（A－B） 早期健全 財政再生
増　減 化基準 基　準

注

注

113.7

-

-- - - 30.00

25.0

　実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、実質赤字額及び連結実質赤字額が生じていない

ため算定されておらず「－」表示となる。

　当年度の実質公債費比率は10.1％で、前年度に比べ0.1ポイント上昇し、早期健全化基準

（25.0％）を下回っている。

　将来負担比率は88.8％で、前年度に比べ18.3ポイント低下しており、早期健全化基準（350.0％）

を下回っている。

　本町の比率は、いずれも国の示す基準では、財政の健全段階の範囲である。

　健全化判断比率の状況は、次表のとおりである。

88.8

将来負担比率は、財政再生基準の対象とされていない。

20.00

11.1

連結実質赤字比率

（単位：％、ポイント）

△ 18.3 350.0

Ｒ01年度
（A）

実 質 公 債 費 比 率

107.1

　審査に付された健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の

審査に当たっては、各財政指標が法令等に規定する方法に基づいて適正に算定されているか、ま

た、財政指標の算定基礎となる書類等が適正に作成されているか等の点について検討を加え、関係

帳簿類及び証憑類の抽出調査、関係職員からの説明の聴取等を実施した。

区　　　分

将 来 負 担 比 率

-

0.1

　令和2年8月7日

10.1

- -

　健全化判断比率とは、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づいて算定される実質

赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の4つの財政指標の総称である。

地方公共団体は、毎年度、前年度の決算に基づく健全化判断比率を損算定資料とともに監査委員の

審査に付した上で議会に報告し、公表しなければならないとされている。

93.7

-実 質 赤 字 比 率

10.5 10.0

Ｈ28年度 Ｈ29年度
Ｈ30年度
（B）

35.0

　審査に付された下記の健全化判断比率及び資金不足比率は、地方公共団体の財政健全化に関する

法律その他関係法令の規定に基づいて算定され、かつ、その算定の基礎となる事項を記載した書類

は、適正に作成されているものと認められた。

　審査の詳細は、次のとおりである。

- 15.00 20.00

財政健全化法では健全化判断比率において、早期健全化基準、財政再生基準を定め、健全段階⇒早期健全

段階（自主的な改善努力による財政健全化）⇒再生段階（国等の関与による確実な財政再生）に区分し、

財政悪化をチェックしている。



注 早期健全化基準

注 財政再生基準

　2　資金不足比率（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第22条）

（A-B） 経営健全
増　減 化 基 準

注 経営健全化基準

Ｈ28年度 Ｈ29年度
Ｈ30年度
（B）

農業集落排水事業特別会計

区　　　分

水 道 事 業 会 計

20.0

Ｒ01年度
（A）

-

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計

- -

- -

- -

-

- -

-

- -

- - -病 院 事 業 会 計

（単位：％、ポイント）

-

法
適
用
企
業

-

法
非
適
用
企
業

- -

-

地方公共団体が、財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自主的な財政の健全化を

図ることが困難な状況において、計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結

実質赤字比率及び実質公債費比率のそれぞれについて、早期健全化基準を超えるものとして定められた数

値である。

将来負担比率を除く比率のいずれかが基準以上である場合には、財政再生計画を定めることとなる。

地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営健全化を図るべき基準として、資金不足比率につい

て定められた数値である。

比率が基準以上である場合には、経営健全化計画を定めることとなる。

-

-

-

-

地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、自主的かつ計画的

にその財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来

負担比率のそれぞれについて定められた数値である。

比率のいずれかが基準以上である場合には、財政健全化計画を定めることとなる。

　公営企業を経営する地方公共団体は、毎年度、公営企業会計ごとに資金不足比率（資金不足額の

事業規模に対する比率）を監査委員の審査に付したうえで議会に報告し、公表しなければならない

とされてる。資金不足比率が経営健全化基準以上である場合、経営健全化計画を策定しなければな

らない。

　公営企業会計の資金不足比率については、資金不足額が生じていないため算定されておらず、

「－」表示となる。

　本町の比率は、いずれも国の示す基準では、財政の健全段階の範囲内である。

　資金不足比率の状況は、次表のとおりである。



第5　健全化判断比率及び資金不足比率の状況

　Ⅰ　健全化判断比率の状況

1　実質赤字比率

（1）実質赤字比率の概要

【算定式】

【用語の説明】

・実質赤字額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）

　　　　　　＝歳入－歳出－翌年度繰越財源

（2）実質赤字比率の状況

増減率

△ 20.4

0.3

-

注

　福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営

の深刻度を示すものである。

　実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模(臨時財政対策債発行可能額を

含む)に対する比率であり、15.00％が早期健全化基準、20.00％が財政再生基準である。なお、本町

における「一般会計等」の対象会計は、一般会計及び一般会計等に属する特別会計(2会計）であ

る。

公共用地先行取得事業特別会計

実質赤字比率(A/B)

実質黒字である場合、実質赤字額は負の値で表示される。この場合、実質赤字比率は算定されないため、

「－」で表示し、参考として、黒字の比率を「△」で併記している。

- - -

歳入歳出差引額

一 般 会 計

184 0

224,274

早 期 健 全 化 基 準

財 政 健 全 化 基 準

翌年度繰越財源 実 質 収 支 額

0 0 0

一 般 会 計 等 の 実 質 赤 字 額

合　　　計

標 準 財 政 規 模

65,395

一 般 会 計 等 に 属 す る 特 別 会 計

158,879

実 質 赤 字 比 率 ＝

（臨時財政対策債発行可能額を含む）

平 成 30 年 度

-

（単位:千円）

　実質赤字比率については、実質収支額が1億5,906万3千円の黒字となり、実質赤字額が生じていな

いため算定されていない。

　参考として比率を求めたところ△4.47％となり、前年度に比べ0.75ポイント上昇している。

　実質赤字比率の状況は、次表のとおりである。

令 和 元 年 度

224,458 65,395 159,063

△ 132,125

20.00

3,559,330

△ 159,063 △ 26,938

184

3,549,000

区　　　分

比 較 増 減

　　繰上充用額＝歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額

10,330

実 質 赤 字 額 (A)

標 準 財 政 規 模 (B)

15.00

　　事業繰越額＝実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額

184

(単位:千円、％）

区　　　分

【 一 般 会 計 等 の 実 質 収 支 額 の 状 況 】

184 0

住宅新築資金事業特別会計

　　支払繰延額＝実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額

本町の参考比率(A/B) △ 3.72 △ 4.47 △ 0.75



（3）標準財政規模（健全化判断比率の分母）について

増減率

1.4

0.8

1.6

△ 26.8

0.3

注

注

合　　　計 3,549,000 3,559,330

△ 38,668

臨時財政対策債は、地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方財政

法第5条の特例として発行される地方債で、地方子交付税制度を通じて標準的に補償されるべき地方一般

財源の規模を示す基準財政需要額を基本に発行可能額が算定される。

地方交付税として算定されるべき額の一部が、臨時財政対策債の発行に振替えられているもので、発行の

有無に関わらず発行可能額の100％が後年度に交付税措置されるとされている。

(単位:千円、％）

　健全化判断比率では、各地方公共団体の財政規模を比較する数値として「標準財政規模[地方財政

法第5条の4第1項第2号に規定する標準的な規模の収入の額として政令で定めるところにより算定し

た額（臨時財政対策債発行可能額を含む）]」が採用されており、各比率の分母(実質公債比率及び

将来負担比率は、この額からそれぞれ元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額を控

除した額）となっている。

 標準財政規模の状況は、次表のとおりである。

2,554,232 2,596,095 41,863

臨時財政対策債発行可能額

　標準財政規模(臨時財政対策債発行可能額を含む）は35億5,933万円で、前年度に比べ1,033万円

(0.3％)増加している。これは主に、臨時財政対策債発行可能額が3,866万8千円（26.8％）減少した

ものの、普通交付税が4,186万3千円（1.6％）増加したことによるものである。

144,044 105,376

10,330

標 準 税 収 入 額 等

普 通 交 付 税

857,859 7,135

48,998

区　　　分

標 準 財 政 規 模

標準財政規模は、「その地方公共団体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模を示す指

標」である。

地方公共団体の財政規模を比較するに当たっては、国庫補助金や地方債などの特定財源が含まれており単

純に比較することは難しいため、これらの特定財源を控除し、地方税や普通交付税などの通常経常的に収

入されるであろう一般財源の額で比較することが適当であるとして財政健全化法において採用されてい

る。

標準財政規模

臨時財政対策債

3,404,956

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度 比 較 増 減

3,453,954

850,724



2　連結実質赤字比率

（1）連結実質赤字比率の概要

注

（2）連結実質赤字比率の状況

増減率

△ 31.2

-

-

9.9

41.3

0.3

30.8

注

521,158

△ 239,970

0 0 0

0 0 0

248,183 272,861 24,678

　本町の全会計における実質収支額及び資金剰余額（又は資金不足額）の合計額は，10億931万1千

円の黒字となり、連結実質赤字比率については、連結実質赤字額が生じていないため算定されてい

ない。連結実質黒字額は、前年度に比べ2億3,997万円（31.2％）増加しているが、これは主に、公

営企業会計の病院事業会計が2億871万8千円（74.2％）増加したことによるものである。

　参考として比率を求めたところ、△28.36％となり、前年度に比べ6.68ポイント上昇している。

　なお、国民健康保険事業、介護保険事業及び後期高齢者医療の特別会計については、制度的に翌

年度に精算行為が行われるが、実質収支額はそれらの精算行為を加味せず、あくまでも当該年度の

末における収支の状況を算定しているものである。

　なお、会計別の実質収支額及び会計別資金剰余額は、次表のとおりである。

・ 実 質 黒 字 額 ＝ 　実質収支額（歳入－歳出－翌年度繰越財源）

①実質赤字額・実質黒字額　＝　一般会計等＋公営事業会計

②資金不足額・資金剰余額　＝　公営企業会計

・ 連 結 実 質 赤 字 額 ＝

3,549,000

(単位:千円、％）

財 政 健 全 化 基 準

連 結 実 質 赤 字 額 (A)

実 質 赤 字 合 計 額

30.00

資金不足額合計額

実 質 黒 字 合 計 額

215,292

　すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、財政運

営の深刻度を示すものである。

【用語の説明】

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度 比 較 増 減

資金剰余額合計額

△ 769,341 △ 1,009,311

早 期 健 全 化 基 準 20.00

-

連 結 実 質 赤 字 額

標 準 財 政 規 模

　連結実質赤字比率は、「地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標

準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む）に対する比率」であり、当比率は、地方公共団体

が設けている各会計を網羅するフロー指標である。本町における対象会計は、一般会計、一般会計

等に属する特別会計（2会計）、一般会計等以外の特別会計のうち公営企業に係る特別会計以外の会

計（4会計）及び公営企業に係る特別会計（5会計）である。

　     　　－（実質黒字額合計額+資金剰余額合計額）

3,559,330 10,330

【 連 結 実 質 赤 字 比 率 】

（臨時財政対策債発行可能額を含む）

（実質赤字額合計+資金不足額合計）

【算定式】

連結実質黒字である場合は、連結実質赤字額は負の値で表示される。この場合、実質赤字比率は算定され

ないため、「ー」で表示し、参考として、黒字の比率を「△」で併記している。

736,450

標 準 財 政 規 模 (B)

連 結 実 質 赤 字 比 率 ＝

-

区　　　分

-連結実質赤字額比率(A/B) -

本町の参考比率(A/B) △ 21.68 △ 28.36 △ 6.68



①【一般会計等】

増減率

20.4

△ 9.4

-

20.4

②【特別会計（一般会計等以外）のうち、公営企業に係る特別会以外の特別会計】

増減率

△ 75.2

30.3

-

79.2

△ 1.9

9.9

①【地方公営企業法適用企業】

増減率

2.4

74.2

41.3

注 資金剰余額については、資金不足比率の算定額を参照。

②【地方公営企業法非適用企業】

増減率

-

△ 5.1

152.9

70.1

41.3

注 資金剰余額＝歳入－歳出－翌年度繰越額

514 1,300 786

0

566

8,813

208,718

0

0

120

△ 26,724

95

（イ）会計別資金剰余額(公営企会計業）は、次表のとおりである。

(単位:千円、％）

病 院 事 業 会 計

簡 易 水 道 事 業

(単位:千円、％）

520,078 734,613 214,535

184 △ 19

158,879

215後 期 高 齢 者 医 療

490,186

小　　　計　①

（ア）会計別実質収支額は、次表のとおりである。

537 △ 29

介 護 保 険 事 業

区　　　分

住 宅 新 築 資 金 事 業

公共用地先行取得事業

小　　　計　①

一 般 会 計

(単位:千円、％）

比 較 増 減平 成 30 年 度

132,125

0

159,063

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度 比 較 増 減

介護保険サービス事業 0

区　　　分

80,401 104,770 24,369

35,537

131,923

△ 2,259

26,938

26,956

0

238,610 244,427 5,817

281,468

113,798

資 金 剰 余 額

区　　　分

203

国 民 健 康 保 険 事 業

0

令 和 元 年 度

0

（イ）合　計（①＋②） 521,158 736,450 215,292

(単位:千円、％）

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度

区　　　分
資 金 剰 余 額

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度 比 較 増 減

水 道 事 業 会 計

小　　　計　② 116,057

比 較 増 減

公 共 下 水 道 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

0

（ア）合　計（①＋②） 248,183 272,861 24,678

小　　　計　② 1,080 1,837 757



3　実質公債費比率（3ヵ年平均）

（1）実質公債比率の概要

【算定式】　実質公債費比率（3ヵ年平均）

＋

＋

【用語の説明】　

 注1 （B）準元利金償還金[ア～オまでの合計額]

 注2 （C）特定財源

 注3 （D）元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

（D）

　一般会計等が負担する借入金（特別会計、水道事業会計及び病院事業会計が起こした地方債に係

る分を含む）の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示したもので

ある。

ア　満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における

　　1年当たりの元金償還金相当額及び減債基金積立不足額を考慮して算定した額

標準財政規模

（E） （D）

（C）

特定財源（注2）

基準財政需要額算入額（注3）

元利償還金・準元利償還金に係る

基準財政需要額算入額（注3）

イ　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち公営企業債の償還の財源に充てたと

　　認められるもの

ウ　組合等への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の財源に充てたと認められるもの

エ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

オ　一時借入金の利子

　国や県等からの利子補給、貸付金の財源として発行した地方債に係る貸付金の元利償還金、公営住宅使

用料、都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した都市計画税、その他

　　（臨時財政対策債
　　　　　 発行可能額を含む）

元利償還金・準元利償還金に係る　－

－

（繰上償還等除く）

　実質公債費比率は、「一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対す

る比率」であり、早期健全化基準は25.0％、財政再生基準は35.0％である。

　また、当比率は、地方財政法上、地方債協議・許可制度において許可を要する団体への移行基準

として用いられており、18％以上になると地方債許可団体に移行することとなる。

（A） （B）

地方債の元利償還金 準元利償還金（注1）

　事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費、災害復旧費等に係る基準財政需要額、密度補正

により基準財政需要額に算入された元利償還金及び準元利償還金



（2）実質公債費比率の状況

27年度～ 28年度～ 29年度～ 増　減
29年度 30年度① 01年度② ②－①

A

B

C

E

（ア）地方債の元利償還金、準元利金償還金の状況 (A)(B)

注

分 母 合 計 （ E － D ）

（単位：％、ポイント）

10.1

7,853 4,815

　元利金償還及び準元利金償還は、前年度に比べ6,526万2千円（6.4％）増加している。これは主

に、元利償還金が7,569万9千円（14.6％）増加したことによるものである。

標準財政規模

743,097

Ｈ30年度

単 年 度

（単位:千円、％）

平 成 30 年 度平 成 29 年 度

地方債元利償還金

準元利償還金

　当年度の実質公債費比率（3ヵ年平均）は10.1％となり、早期健全化基準である25.0％を下回って

いる。前年度算定に比べ0.1ポイント上昇している。

　当年度の単年度実質公債費比率は10.8％で、前年度に比べ1.0ポイント上昇している。これは主

に、算式の分子となる地方債元利償還金が7,569万9千円（14.6％）増加したことによるものであ

る。

　起債の元本償還が本格化したため、公債費は上昇傾向にあり、厳しい財政状況にある。

　令和元年度決算における実質公債費比率（3ヵ年平均）の状況は、次表のとおりである。

467,919

504,704

組合等の償還金に対する補助金等

9.89277

3,505,696

7,273

元利償還金及び準元利償還金に
係る基準財政需要額算入

276,980

D 705,874

275,827

元利償還金（一般会計等）（注1）

準　元　利　償　還　金　（注2）

9.83024

2,799,822 2,805,903

1,089,001

（1）元利償還金は、一般会計等の公債費である。

（2）準元利償還金は、主として公営事業会計の支払う元利償還への一般会計からの繰入金や将来の

　　 支払いを約束した債務負担行為である。

合　　　計

496,970

7,734

990,707 1,023,739

平 成 29 年 度

522,788

467,919

515,515

504,704

519,035

公営企業債の償還に対する繰出金

平 成 30 年 度

（単位:千円）

区　　　分

494,267

4,362

784,096

300,543

3,559,330

2,775,234

10.82947

令 和 元 年 度

594,734

494,267

481,781

12,486

特定財源

早 期 健 全 化 基 準 25.0

35.0

（ 3 ヵ 年 平 均 ）
10.1

9.8 10.5 10.0 0.1

519,035

522,788

Ｈ29年度

分子合計 ( A＋B )－( C＋D )

Ｒ01年度

10.8

　令和元年度決算の状況（平成29年度～令和01年度までの3ヵ年平均）は、次表のとおりである。

令 和 元 年 度

594,734

3,549,000

区　　　分

実 質 公 債 費 比 率 9.9

財 政 再 生 基 準

3 ヵ 年 平 均

実 質 公 債 比 率

区　　　分

実 質 公 債 費 比 率

( 単 年 度 ）



（イ）特定財源の状況（C）

注 特定財源は公債費に充当されているものである。

（ウ）元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額の状況（D）

注 （1）公防債、臨時財政対策債の償還金が主なものである。

（2）一般会計出資債及び病院事業債の償還金である。

（3）下水道費や道路橋梁費の町債償還金が主なものである。

377,028

00

107,365

4,815

都市計画事業の財源として発行された
町債償還額に充当した都市計画税

705,874 743,097

密度補正により基準財政需要額に算入
された元利償還金及び準元利償還金
（注2）

災害復旧費等に係る基準財政需要額
（注1）

784,096

4,815

（単位:千円）

区　　　分 平 成 29 年 度 平 成 30 年 度

合　　　計

420,505

215,097

　特定財源は、前年度に比べ45万3千円（9.4％）減少している。これは、公営住宅使用料が減少し

たことによるものである。

7,853

221,445

公営住宅使用料

貸付金の財源として発行した町債
に係る貸付金の元利償還金

0 0

（単位:千円）

107,495

　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額は、前年度に比べ4,099万9千円（5.5％）

増加している。これは主に、災害復旧費等に係る基準財政需要算入額が3,460万7千円（8.2％）増加

したことによるものである。

令 和 元 年 度

0

平 成 29 年 度 平 成 30 年 度

国・県からの利子補給 0 0

区　　　分

合　　　計 7,853

　実質公債費比率の推移は、次のとおりである。

0

4,362

0

4,362

令 和 元 年 度

455,112

107,539

事業費補正により基準財政需要額に算
入された公債費（注3）

221,481

16.9

14.5
14.0

11.6
11.2 11.4

11.4
11.1

10.5 10.0 10.1

18.4

17.2

16.1

14.7

13.7

11.9

10.9
10.5

10.6

10.7

6

8

10

12

14

16

18

20

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ01

％

実質公債比率の推移

智頭町 町村平均



4　将来負担比率

（1）将来負担比率の概要

 注1 （A）将来負担額（ア～キまでの合計額）

　　額（地方財政法第5条各号の経費等に係るもの）

 注2 （B）充当可能財源等（ア～ウまでの合計額　地方自治法第241条の基金）

（2）将来負担比率の状況

ウ　一般会計等以外の特別会計に係る地方債の元金償還に充てるための一般会計等からの繰入見込額

【算定式】

元利償還金・準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額

(算入公債費等の額）

（B）

充当可能財源等（注2）

（充当可能基金額＋特定財源見込
額＋地方債現在高等に係る基準財
政需要額算入見込額）

【用語の説明】

カ　設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額

　将来負担比率は、「一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率」で

あり、350.0％が早期健全化基準となっている。

　赤字比率・実質公債費比率は、フローベースの財政負担を表す指標であるが、当比率は残高（ス

トック）ベースでの財政負担を表す指標であり、財政再生基準は設定されていない。

ア　地方債の償還額等に充当可能な基金の額

（A）

ア　一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

ウ　地方債の償還等に要する経費として基準財政需要額に算入されることが見込まれる額

エ　組合等が起こした地方債の償還に係る地方公共団体の負担等見込額

ク　組合等の連結実質赤字額相当額に係る一般会計等負担見込額

オ　退職手当支給予定額(全職員に対する期末要支給額）に係る一般会計等負担見込額

－

キ　連結実質赤字額

（D）

－

　地方公共団体の一般会計の借入金（町債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での

残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すものである。

（C）

 将来負担比率は88.8％で、前年度に比べ18.3ポイント低下しており、早期健全化基準である

350.0％を下回っている。これは主に、算式の分子となる充当可能財源（控除金額）が4億3,297万4

千円（3.5％）減少したものの、将来負担額が9億7,368万1千円（6.4%）減少し、分子全体（将来負

担額－充当可能財源等）が5億4,070万7千円（18.0％）減少したことによるものである。

将来負担比率　＝

標準財政規模

（臨時財政対策債
　発行可能額を含む）

将来負担額
（注1）

イ　債務負担行為に基づく支出予定額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる

　　料、都市計額税の収入額等）の見込額

イ　地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入（地方債を財源とする貸付金の償還金、公営住宅の賃貸



増減率

A △ 6.4

B △ 3.5

△ 18.0

C 0.3

△ 1.1

（ア）将来負担額（A）の状況

(イ）充当可能財源等（B）の状況

　将来負担額（A）は143億1,084万5千円で、前年度に比べ9億7,368万1千円（6.4％）減少してい

る。これは主に、一般会計等の地方債現在高が1億3,892万5千円（1.8％）増加したものの、公営企

業債等繰入見込額が11億2,842万9千円（16.0％）減少したことによるものである。

　公営企業債等繰入見込額の主な減少要因は、病院事業債の繰入見込額を、病院事業債の現在残高

から、現在残高に一般会計からの繰入割合（3ヵ年平均）を乗じて算出した金額に変更したことによ

るものである。この算出した繰入見込額は、22億348万円となり、前年度に比べ10億2,895万2千円

（31.8％）減少したことになる。

　将来負担額の状況は、次表のとおりである。

平 成 30 年 度

連 結 実 質 赤 字 額

将 来 負 担 比 率

14,310,845

（単位：千円）

　充当可能財源等（B）は118億4,474万3千円で、前年度に比べ4億3,297万4千円（3.5％）減少して

いる。これは主に、基準財政需要額算入見込額が2億2,102万2千円（2.4％）、充当可能基金が1億

9,989万2千円（6.6％）それぞれ減少したことによるものである。

　充当可能財源等の状況は、次表のとおりである。

2,775,234

88.8 △ 18.3

一 般 会 計 等 の 地 方 債 現 在 高

標 準 財 政 規 模

(単位：千円、％、ポイント）

設立法人の負担額等負担見込額

債務負担行為に基づく支出予定額

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額

組 合 負 担 等 見 込 額

区　　　分 令 和 元 年 度

70,259 83,008

区　　　分 令 和 元 年 度

△ 540,707

比　較　増　減

早 期 健 全 化 基 準

△ 973,681

0

14,310,845 △ 973,681

12,277,717

2

0

△ 1,128,429

12,749

増　減　額

350.0

3,072

11,844,743

合　　　計

組合連結実質赤字額負担見込額

0 0 0

3,549,000

5,910,000

15,284,526

△ 432,974

3,006,809 2,466,102

比 較 増 減 額

412,681

　将来負担比率の状況は、次表のとおりである。

7,038,429

△ 30,669

7,726,229 7,865,154 138,925

00

平 成 30 年 度

15,284,526将 来 負 担 額

充 当 可 能 財 源

分 子 計 （ A － B ）

5.5

分 母 計 （ C － D ） 2,805,903

40,999D
元利償還金・準元利
償還金に係る基準財
政需要額算入額

743,097 784,096

409,609

0

40,000 40,002

107.1

0

退 職 手 当 負 担 見 込 額

3,559,330 10,330

-



注 （1）地方自治法241条に規定する基金であって、現金・預金・国債等で保有しているもの。

《将来負担額の内訳》

① 地方債の現在高

② 債務負担行為に基づく支出予定額

注

③ 公営企業債等繰入見込額

注

【3ヵ年平均】

【0.702】

④ 組合負担等見込額

9,010,736

充当可能基金 　　　　　(注1）

基準財政需要額見込額　（注3）

合　　　計

充当可能特定歳入　　　（注2）

840 △ 256

×

【第7号】公営企業に係る特別会計以外の特別会計に係る将来負担額の算定方法【省令第9条関係】

一般会計等以外の特別会計に係る将来負担額については、宅地造成事業以外の事業にあっては、当該特別

会計の地方債の現在残高に直近の3ヵ年の元金償還に対する一般会計等からの繰入の割合を乗じて算出。

地 方 債 の 元 金 償 還 金

00

合　　　計 7,038,429 5,910,000 △ 1,128,429

令 和 元 年 度 比 較 増 減 額

東 部 広 域 行 政 管 理 組 合

地方債の準元金償還金

比 較 増 減 額

水 道 事 業 特 別 会 計 0

70,259 83,008 12,749

介 護 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計 0

1,596,076 1,592,917 △ 3,159

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 2,208,825 2,112,763 △ 96,062

11,844,743 △ 432,974

平 成 30 年 度

2

区　　　分 平 成 30 年 度

病 院 事 業 特 別 会 計 3,232,432 △ 1,028,952

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度 比 較 増 減 額

3,016,926

（単位：千円）

（2）町債の償還に充当することができる国・県等からの補助金、公営住宅の賃借料及び都市計画税など

　　 を対象としている。

（3）普通交付税の算定基礎となるもので、地方公共団体の財政需要を合理的に算出した額のうち、公債

 　　費等について国の定めた算定額を財政需要額に算入するもの。

1,056 △ 509

区　　　分 平 成 30 年 度

2,817,034 △ 199,892

令 和 元 年 度 比 較 増 減 額

令 和 元 年 度 比 較 増 減 額

智 頭 町 土 地 開 発 公 社 40,000 40,002

公有地の拡大の推進に関する法律第17条第1項第1号に規定する土地の取得に要する額

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計

0 0

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 1,096

（単位：千円）

（単位：千円）

△ 221,022

12,277,717

7,864,099 139,434

住宅新築資金等貸付事業特別会計 1,565

合　　　計 7,726,229 7,865,154 138,925

△ 12,06016,973

9,231,758

区　　　分

一 般 会 計 7,724,665

29,033

（単位：千円）

区　　　分

3,138,861

地方債の現在高
　＝2,203,480

2,203,480

（単位：千円）

区　　　分 平 成 30 年 度 令 和 元 年 度



　Ⅱ　資金不足比率の状況

1　資金不足比率（公営企業ごとに算定）

（1）資金不足比率の概要

【用語の説明】

(流動負債+建設改良費等以外の企業債残高）

　　　　　－（流動資産＋解消可能資金不足額）

（注）流動負債及び流動資産は、算定基準による控除額を除いた額

(繰上充用額＋支払繰延額＋建設改良費等以外の地方債残高）

　　　　　－(解消可能資金不足額）

流動資産－流動負債－建設改良費等以外の地方債残高

（注）流動負債及び流動資産は、算定基準による控除額を除いた額

歳入－歳出-翌年度繰越財源－建設改良費等以外の地方債の残高

（2）地方公営企業法適用会計の資金不足比率の状況

資 金 不 足 比 率 ＝

・ 資 金 の 剰 余 額 ＝
（ 法 適 用 企 業 ）

（法非適用）営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入額

・ 資 金 の 不 足 額 ＝
（ 法 適 用 企 業 ）

　将来負担比率の推移は、次のとおりである。

　公営企業2会計のうち、水道事業で2億4,442万7千円、病院事業で4億9,018万6千円の資金剰余額が

生じており、資金不足比率は算定されていない。本町の比率は、いずれも国の示す基準では、財政

の健全段階の範囲である。

　なお、参考としての比率を求めたところ、前年度に比べ水道事業会計は△406.46％で、38.47ポイ

ント、病院事業会計では△40.65％で、17.04ポイントそれぞれ上昇している。

（法適用）営業収益の額－受託工事収益の額
・ 事 業 の 規 模 ＝

・資金の剰余額 ＝
（ 法 非 適 用 企 業 ）

資 金 の 不 足 額

事 業 の 規 模

　資金不足比率は、当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業規模に対する比率

であり、公営企業の資金不足を公営企業の事業規模である料金収入等の規模と比較し、経営状態の

悪化の度合いを示すものである。20.0％が経営健全化基準となっている。

【算定式】

・資金の不足額 ＝
（ 法 非 適 用 企 業 ）

81.8 81.8 78.5

115.7

88.7

113.7

93.7

107.1

88.8

69.9

55.7
47.8

43.6

32.7 31.7 31.7
36.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 01年度

％ 将来負担比率の推移
智頭町 町村平均



会計名

水道事業

病院事業

水道事業

病院事業

注

　資金不足額（△資金剰余額）及び事業規模（令和元年度決算）は、次表のとおりである。

【区分の説明】

60,135

0

　資金不足比率の状況は、次表のとおりである。

△ 238,610 △ 244,427 △ 5,817

0

控除企業債

607,478

区　　　分

資金不足比率（A/B×100）

　資金不足がない場合「△」表示

（a）

（b）

（c）

（d）

流動負債　①－②－③－④

　①流動負債

　②控除企業債等

　③控除未払金等

　④控 除 額

算入地方債の現在高

　⑥流動資産

　⑦控除財源

　⑧控 除 額

解消可能資金不足額

流動資産　⑥－⑦－⑧

水 道 事 業 会 計

1,205,903

0 0

60,135 1,205,903

△ 406.46

0 0

（e）

0

比 較 増 減

60,979

病 院 事 業 会 計

(単位：千円、％）

平 成 30 年 度区　　　分 令 和 元 年 度

60,135 △ 844

1,192,051 1,205,903 13,852

資 金 不 足 比 率

経 営 健 全 化 基 準

　公営企業2会計のうち、水道事業で2億4,442万7千円、病院事業で4億9,018万6千円の資金剰余額が

生じており、資金不足比率は算定されていない。本町の比率は、いずれも国の示す基準では、財政

の健全段階の範囲である。

　なお、参考としての比率を求めたところ、前年度に比べ水道事業会計は△406.46％で、38.47ポイ

ント、病院事業会計では△40.65％で、17.04ポイントそれぞれ上昇している。

20.0

△ 490,186

水道事業

246,324

流動負債

(単位：千円、％）

営業収益の額

控除額

控除未払金等

連結実質赤字額の算定上、現金会計である他会計との間で生じる重複額

△391.30 △ 406.46 △ 38.47

△ 281,468 △ 490,186 △ 208,718

△ 40.65

0 0

117,292

10,302 334,975

8,405

△ 244,427

0 0

受託工事収益の額

（△資金剰余額）

（資金不足額/事業規模）

資 金 不 足 額

（f）

 A

事 業 規 模

246,324 607,478

　（△資金剰余額）

 B 事業の規模 （e－f）

0

資金不足比率については、資金不足額が生じていないため「－」で表示し、参考として、資金剰余の比率

を（　）内に「△」で併記している。

1,897

217,683

0 0

決算における貸借対照表上の流動負債の額

△ 17.04△ 40.65△ 23.61病院事業

a

決算において貸借対照表の流動負債に計上されている企業債及び他の会

計からの長期借入金で、建設改良費等に充てるためのものの額

貸借対照表に計上されている一時借入金及び未払金のうち建設改良費に

係るものであって、その支払財源に充てるために翌年度に地方債を起こす

こととしているものの額

資金の不足額 （a＋b)－(c＋d)



e

f

（3）地方公営企業法非適用会計の資金不足比率の状況

注

注

《資金不足額の内訳》

公 共 下 水 道 事 業

△ 1,730

50,804

(単位：千円、％）

c

△ 1,631

経営健全化基準

△ 0.71

農業集落排水事業 △ 1.01

農業集落排水事業

0

公 共 下 水 道 事 業

農業集落排水事業

79,967 78,237

営業収益の額

20.0

△ 566 △ 537 29

49,173

△ 786

△ 0.69 0.02

0 0

△ 514

4,432

決算における営業収益の額

決算における受託工事収益の額

算入地方債の現在高

資金不足額
(△資金剰余額)

（A）

d

受託工事収益の額

翌年度繰越財源（c）

8,962 288,736 333,107

資金不足額（a－b－c）

8,962 289,273 334,407

0 0 0

0 △ 537 △ 1,300

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度 比 較 増 減

0.00 0.00 0.00

△ 715

資金不足比率については、資金不足額が生じていないため「ー」で表示し、参考として、資金剰余の

比率を（　）内に「△」で併記している。

流動資産

資金不足額＝歳出－歳入－翌年度繰越額（△資金剰余額）

事業規模
（B）

5,147

歳出額（a）

歳　入（b）

決算における貸借対照表上の流動資産の額

△ 1,300

公 共 下 水 道 事 業

(単位：千円）

簡易水道事業
特別会計

公共下水道事業
特別会計

農業集落排水事業
特別会計

区　 　分

連結実質赤字額の算定上、現金会計である他会計との間で生じる重複額

控除財源

控除額

解消可能資金不足額

区　　分 会　計　名

簡 易 水 道 事 業

簡 易 水 道 事 業

当該年度において執行すべき事業に係る支出予算の額のうち、翌年度に繰

越した事業の財源に充当することができる特定の収入で、当該年度に収入

△ 2.64 △ 1.63

資金不足比率
（A）/（B）

簡 易 水 道 事 業

b

　法非適用の3会計は、いずれも資金余剰が生じており、資金不足比率は算定されていない。

　本町の比率は、いずれも国の示す基準では、財政の健全段階の範囲以内である。

　なお、参考として比率を求めたところ、公共下水道事業特別会計では△0.69％となり、前年度に

比べ0.02ポイント低下、農業集落排水事業特別会計では△2.64％となり、前年度に比べ1.63ポイン

ト上昇している。

　資金不足比率の状況は、次表のとおりである。

された部分に相当する額

建設改良費以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の当該年度に

おける残高から、当該地方債のうち流動負債として整理されているものの

現在高を控除した額

事業の性質上、事業の開始後一定期間に構造的に資金の不足額がある場合

において、資金の不足額から控除する一定の額

資金不足額が生じていないときは算定不要



第6　審査意見

　当年度の実質公債費比率（3ヵ年平均）は10.1％となり、早期健全化基準である25.0％を下回って

いる。前年度算定に比べ0.1ポイント上昇している。

　当年度の単年度実質公債費比率は10.8％で1.0ポイント上昇している。これは主に、算式の分子と

なる地方債元利償還金が7,569万9千円（14.6％）増加したことによるものである。

　起債の元本償還が本格化したため、公債費は上昇傾向にあり、厳しい財政状況にある。

　資金不足比率については、公営企業2会計及び地方公営企業法非適用3会計のいずれも資金余剰が

生じており、資金不足比率は算出されていない。

　実質赤字比率及び連結実質赤字比率は当該比率がなく、実質公債費比率は10.1%で、前年度に比べ

0.1ポイント上昇し、将来負担比率は88.8％で、前年度に比べ18.3ポイント低下している。資金不足

比率も含めて、いずれも財政の健全段階の範囲内で推移している。

　個々の比率をみると、参考値ながら実質赤字比率は△4.47％となり前年度に比べ0.75ポイント上

昇している。これは主に、一般会計の実質収支が2,695万6千円（20.4％）増加したことによるもの

である。連結実質赤字比率は△28.36％となり前年度に比べ6.68ポイント上昇している。これは主

に、一般会計及び特別会計の実質収支額が2,467万8千円（9.9％）、病院事業会計の資金剰余額が2

億871万8千円（74.2％）それぞれ増加したことによるものである。

　将来負担比率については、88.8％となり、前年度に比べ18.3ポイント低下している。これは主

に、算式の分子となる将来負担額が前年度に比べ9億7,368万1千円（6.4%）減少したことによるもの

である。このうち、公営企業債等繰入見込額が11億2,842万9千円（16.0％）減少している。この減

少要因は、病院事業債の繰入見込額を病院事業債の現在残高から、現在残高に一般会計からの繰入

割合（3ヵ年平均）を乗じて算出した金額に変更したことによるものである。この算出した繰入見込

額は22億348万円となり、前年度に比べ10億2,895万円（31.8%）減少したことになる。

　人口減少社会に伴う生産年齢人口の減少による税収への影響が懸念されるなど、先行きの見通し

が立てにくいなか、社会保障費関係経費や老朽化が進む公共施設の維持管理費などの増大傾向によ

り、民生費、土木費及び公債費は今後も増加していくと予想されている。 このため、事業の財源と

なる町債の発行や債務負担行為の設定など、将来、財政を圧迫する可能性が高い事業の実施に当

たっては、内容等を十分精査することはもとより、地方交付税措置を受けられる地方債の活用な

ど、過度の負担が生じないようにすることが重要である。

　本町の比率は、いずれも健全段階の範囲であるが、健全化判断比率及び資金不足比率以外の各種

の財政分析指標も注意しながら、健全な財政運営、健全な企業経営が安定的に維持される財政基盤

を確立するよう望むものである。



【用語説明】（総務省・報道資料等から抜粋）

（1）健全化判断比率

 ① 実質赤字比率

 ② 連結実質赤字比率

 ③ 実質公債費比率

 ④ 将来負担比率

　地方公共団体健全化法において、地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や

再生の必要性を判断するものとして、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、及び将

来負担比率の４つの財政指標を「健全化判断比率」として定められている。

　地方公共団体は、健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上となった場合には「財政健全

化計画」を策定し、財政の健全化を図らなければならない。

　また、再生判断比率（健全化判断比率のうち将来負担比率を除いた3つの指標）のいずれかが財政

再生基準以上となった場合には、「財政再生計画」を定めなければならない。

　当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模（地方公共団体の標準的

な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの）に対する比率

　福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営

の悪化の度合いを示すもの

　早期健全化基準は、市区町村は財政規模に応じ11.25％から15％、財政再生基準は、市区町村は

20％（29年度決算　早期健全化基準以上の団体はなし　実質赤字額がある団体は市区町村で3団体）

　当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金不足額の標準財政規模に対する比率

　すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体

としての財政運営の悪化の度合いを示すもの

　早期健全化基準は、市区町村は財政規模に応じ16.25％～20％、財政再生基準は、市区町村は30％

（29年度決算　早期健全化基準以上の団体はなし　連結実質赤字額がある団体は市区町村で1団体）

　当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本と

した額(※)に対する比率

　借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示すもの

　地方公共団体財政健全化法の実質公債比率は、起債に協議を要する団体と許可を要する団体の判

定に用いられる地方財政法の実質公債費比率と同じである。

　早期健全化基準は25％、財政再生基準は35％（30年度決算　実質公債費比率が18％以上である団

体数（町村）3/927　全国市区町村平均6.1％　早期健全化基準以上の団体は1団体）

 (※)標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額（将来負担比率に

　　 おいて同じ。）

　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものを含め、当該地方公共団体の一般会計等

が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模(※)に対する比率

　地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点

での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すもの

　早期健全化基準は、市区町村（政令市を除く）は35％、財政再生基準はない（29年度決算　全国

市区町村の平均値33.7％　早期健全化基準以上の団体は1団体）

 (※)標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要算入額を控除した額



（2）資金不足比率

（3）一般会計等

（4）実質赤字額

（5）標準財政規模

（6）資金の不足額

（7）早期健全化基準

（8）財政再生基準

（9）経営健全化基準

　地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営健全化を図るべき基準として、資金不足比

率について定められた数値である。

　当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率

　公営企業の資金不足額を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営

状態の悪化の度合いを示すもの

　経営健全化基準は20％（29年度決算　経営健全化基準以上の公営企業会計は11会計　資金不足が

ある公営企業会計は84会計）

　資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合には、経営健全化計画を定めなければならな

い。

　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常一般財源の規模を示すもので、標準

税収入額等に普通交付税及び臨時財政対策債の発行可能額を加算した額である。

　公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもので、法適用企業については流動負債の額から流

動資産の額を控除した額を基本とし、法非適用企業については一般会計等の実質赤字額と同様に算

定した額を基本としている。

　地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、自主的か

つ計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債

費比率及び将来負担比率のそれぞれについて定められた数値である。

　地方公共団体財政健全化法における実質赤字比率の対象となる会計で、地方公共団体の会計のう

ち、地方公営事業会計以外のものが該当する。

　当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもので、形式収支から、翌年度に繰り越

すべき継続費逓次繰越や繰越明許費繰越額の財源を控除した額をいう。実質赤字額がある団体を通

常「赤字団体」と呼んでいる。

　地方公共団体が、財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自主的な財政の

健全化を図ることが困難な状況において、計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質

赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率のそれぞれについて、早期健全化基準を超えるも

のとして定められた数値である。


